[bookmark: _Hlk75244841][bookmark: _Hlk160106222][bookmark: _Hlk160107667]様式第１号の１（第８条関係）（賃金UP支援枠）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【申請者】
	[bookmark: _Hlk160631063]所在地
	〒

	
	佐賀県

	[bookmark: _Hlk160020953]フリガナ
	

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	

	書類送付住所･宛名
	〒

	（書類送付先が企業の住所･代表者と異なる場合に記載）


[bookmark: _Hlk77687252]
第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付申請書

第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　事業の目的：生産性向上

２　補助金交付申請額：　　　　金　　　　　　　　　　円

３　添付資料（添付している資料に）
　☐登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
　☐確定申告書別表第１の写し
　☐営業許可証の写し（営業許可が必要な業種のみ）
☐従業員数を確認できる書類の写し（法人事業概況説明書、青色申告決算書、収支内訳書等）
　☐賃金台帳の写し（引上げ前※1と引上げに伴う賃金の支払いが発生した最初の月※2）
　☐事業経費の内容と金額が確認できるもの（見積書、カタログ等）
☐一者選定理由書（必要に応じて）
☐ローカル発注調書（必要に応じて）
☐設備導入前後の状態を確認するための導入前（導入場所）写真
　☐誓約書（別紙１）
　☐伝統的地場産品製造事業者等要件確認書（様式第１号の１別紙１）
（伝統的地場産品製造事業者等に該当する場合は添付必須）
□エコタイヤ型式確認書（様式第１号の１別紙２）
[bookmark: _Hlk177724263]（エコタイヤを導入する事業者は添付必須）
[bookmark: _Hlk208483447]※1 引上げ前とは引上げの基準となる月の賃金台帳です。
※2 引上げ予定で申請をする場合は引上げ前の賃金台帳のみ提出してください。

　※提出資料については最後に詳細を示していますので、必ずご確認のうえ提出するようにしてください。
４　事業実施計画書
	申請事業場
情報（※１）
	事業場の名称
	

	
	事業場の所在地
	

	事業計画名
	

	事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	事業内容
（※２）
	〇現状・課題（要点を絞って出来るだけ簡潔に記載すること）
（１）申請者及び事業場の事業概要




（２）現状と課題











	
	〇上記課題の解決に向けた具体的な計画
（この事業に意欲的に取り組む計画であることが分かるように要点を絞って記載すること）

















	
	〇取組の効果（取組効果を分かりやすく具体的に記載すること）






















	実施場所
（※３）
	施設（事業所・店舗）名称
	

	
	所有形態
	自己所有・賃貸・その他（　　　）

	
	住　　所
	

	
	電話番号
	

	
	チェック欄

	他の補助金の利用確認
	経費確認
	今回の補助事業に要する経費について、国又は他の自治体が実施する補助金の対象経費としていない。
	☐
	
	
	過去のチャレンジ支援事業、設備導入支援事業、賃金UP支援事業、佐賀県中小企業生産性向上支援事業（第１～６弾）、佐賀県多様な人材確保環境整備事業（第１～４弾）で採択されたものと同一事業、同一経費を補助金の対象経費としていない。
	☐
	
	他の補助金の申請確認
	第７弾佐賀県中小企業生産性向上補助金（持続可能設備支援枠）に申請していない。
	☐
	
	
	佐賀県伝統産業関連中小企業生産性向上・陶土価格高騰緩和支援事業費補助金に申請していない。
	☐
	
	
	県や関係機関が実施する、その他の類似補助金に申請していない。
	☐
	[bookmark: _Hlk145435585]賃金台帳
の確認
	添付している賃金台帳の写しに虚偽はない。
	☐

※１　同一法人・同一個人事業主で複数事業場を申請する場合には、事業場ごとに書き分けて、それぞれ申請書一式を提出してください。
※２　必要に応じて図表や別紙を添える等、事業内容が具体的に分かるよう記載してください。
※３　複数ある場合は、行を挿入するなどして、すべて記載してください。


５　事業の実施から完了までの予定スケジュール
	項　目
	予定年月日（和暦）

	
	

	
	

	
	

	
	


※　事業完了期限（令和8年12月15日）までに事業が完了（納品・支払い及び実績報告書の提出が完了）するスケジュールとしてください。

６　経費明細表
	
	（単位:円）

	補助対象経費区分※1
	事業に要する経費(税込)
	補助対象経費(税抜)(A)
	備考※2

	機械装置・システム構築費
	
	
	

	広報費
	
	
	

	展示会等出展費
	
	
	

	開発費
	
	
	

	資料購入費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	借料
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	

	委託費
	
	
	

	外注費（工事費）
	
	
	

	運搬費
	
	
	

	研修費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


補助金交付申請額※3：(A)×2/3以内（千円未満切捨て、税抜）
（※令和6年10月18日以降に10％以上賃上げを実施（予定）している
場合又は伝統的地場産品製造事業者等は、(A)×3/4以内）






※1　該当する「補助対象経費区分」の欄に記載してください。
※2　経費の内容が分かる資料（見積書、カタログ、数量等）を添付してください。
※3　補助金交付申請額は補助対象経費(A)（税抜）の合計に2/3（3/4）を掛け、千円未満を切り捨てて算出してください。補助上限額（200万円（令和6年10月18日以降に10％以上賃上げを実施（予定）している場合は400万円）を超える場合は、補助上限額が申請額となります。）を超える場合は、補助上限額が申請額となります。

７　資金調達内訳事業に要する経費
（単位:円）
事業に要する経費の
合計（税込）

内訳
補助金交付
申請額


自己資金


借入金


その他


（単位:円）
補助金の交付を
受けるまでの財源内容
自己資金
借入金
その他




借入金融機関名
「その他」の内容














※　「補助金交付申請額」は税抜で記載してください。
※　「事業に要する経費」表の「補助金交付申請額」以外については、自己資金、借入金、その他の区分ごとに税込で記載してください。
※　「補助金の交付を受けるまでの財源内容」表の「自己資金」、「借入金」、「その他」の合計額は、補助金交付申請額と同額になるように計画してください。
※　借入金融機関名は具体的な銀行名等を記載してください。

	認定経営革新等支援機関
	
	担当者名
	

	
	
	連絡先TEL
	

	
	
	確認日
	


【以下、本補助金交付申請書作成支援を行った認定経営革新等支援機関が記入して下さい】
※申請書提出にあたり、認定経営革新等支援機関の確認は必須です。
※認定経営革新等支援機関とは、中小企業支援に関する専門的知識や実務経験が一定レベル以上にある者として、国の認定を受けた支援機関（税理士、税理士法人、公認会計士、中小企業診断士、商工会・商工会議所、金融機関等）です。
※「認定経営革新等支援機関」欄は、本支店である場合は、例えば「〇〇銀行（〇〇支店）」と記載してください。
※「担当者名」欄は、姓名とも記入してください。
※本補助金における認定経営革新等支援機関には、佐賀県が設置する「佐賀型賃金UP支援チーム」を含みます。
「佐賀型賃金UP支援チーム事務局」連絡先　0952-97-8135



８　補助対象要件確認
（１）事業者規模等要件（事業場単位ではなく、企業全体の内容について記載）
	企業名（法人名、屋号等）
	

	本店所在地
	

	資本金又は出資の総額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	企業全体で常時使用する従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　人

	業種（別紙５参照）
	☐商業（卸売業・小売業）・サービス業(宿泊業・娯楽業除く)
☐サービス業のうち宿泊業・娯楽業
☐製造業その他
☐組合・ＣＳＯ

	
	
	記号
	業種

	
	大分類
	
	

	
	中分類
	
	

	事業者規模（要綱第２条参照）
	☐小規模（個人）　【補助金額：15万～200万円】
☐小規模（法人）　【補助金額：30万～200万円】
☐中小企業　　　　【補助金額：50万～200万円】
※令和6年10月18日以降に10%以上賃上げを実施（予定）している場合は上限額400万円

	みなし大企業ではない
	☐はい　　　☐いいえ

	伝統的地場産品製造事業者等である
	☐はい　様式第１号の１別紙１
　　（該当する「場合」の部分）を添付
☐いいえ






（２）事業場内最低賃金引上げ要件
（２）－１　対象者基本情報（今回対象となる事業場に勤務する労働者について記入）
	労働者職氏名
	

	採用年月日（和暦）
	　　年　　　月　　　日

	
	☐引上げ時点で雇入れ後3か月を経過している

	賃金の引上げ年月日（予定含む）
	令和　　年　　　月　　　日

	引上げに伴う給与支給日（予定含む）
	令和　　年　　　月　　　日

	退職日（既に退職している場合のみ記入）
	令和　　年　　　月　　　日



（２）－２　賃金引上げ率算定（「月給の場合」、「日給の場合」、「時給の場合」いずれかを記入）
●月給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後（予定含む）

	賃金の算定対象期間
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	①１か月平均所定労働時間※
	時間
	　　　　　　　　　時間

	※１か月平均所定労働時間＝（365日－年間休日日数（　　日））×1日の所定労働時間数（　　時間）÷12月

	②基本給
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	③役職手当
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	④住宅手当
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑤その他手当（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑥時間額　※小数点以下切捨て
(（②＋③＋④＋⑤）÷ ①)
	⑦
	　　　　　　　　円
	⑧
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑧÷⑦ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％



●日給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後（予定含む）

	賃金の算定対象期間
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	1日の基本賃金
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	1日の所定労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑨1か月の実労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑩支給金額（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑪時間額　※小数点以下切捨て
( ⑩ ÷ ⑨ )
	⑫
	　　　　　　　　円
	⑬
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑬÷⑫ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％



●時給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後（予定含む）

	賃金の算定対象期間
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	時給（＝⑯時間額）
	　円
	　　　　　　　　　　円

	⑭労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑮支給金額（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑯時間額　※小数点以下切捨て
( ⑮ ÷ ⑭ )
	⑰
	　　　　　　　　円
	⑱
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑱÷⑰ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％


※賃金台帳において時間額（時給額）が明記されている場合には、⑰・⑱の欄に直接転記することも可。

※同一の事業場内最低賃金で従事する労働者が複数名いる場合には、当該労働者全員について、賃金を5％以上引き上げること。
※事業場内最低賃金を引き上げた結果、賃金額を追い越される者がいる場合には、その者についても引き上げ前の事業場内最低賃金額から5％以上引き上げること。ただし、その者の賃金額が、引き上げ前の事業場内最低賃金額を5％以上上回っている場合には、この限りではない。
※賃金引上げ率の算定については、上記様式への記入を原則とするが、上記様式での計算が不可能な場合（算定対象期間の途中で給与単価に変更が生じた場合や同一の事業場内最低賃金で従事する労働者が複数名いる場合など）には、その理由を明記のうえ、別途任意の様式により提出すること。
※専従者については、事業場内最低賃金の算定対象者としない。
[bookmark: _Hlk160632136][bookmark: _Hlk160026505]※添付する賃金台帳については、引上げ前（引上げの基準となる月）及び引上げに伴う賃金の支払いが発生した最初の月の賃金台帳を提出してください。引上げ予定で申請をする場合は引上げ前の賃金台帳のみ提出してください。
※最低賃金の該当者が複数名いる場合は、該当者全員の「（２）事業場内最低賃金引上げ要件」を記入し、該当者全員の賃金台帳を提出すること。

（２）－３　佐賀県の地域別最低賃金及び特定（産業別）最低賃金の充足確認

	令和7年11月21日までに事業場内最低賃金を1,030円以上にしている。
	☐
	いずれの時点においても佐賀県の地域別最低賃金及び特定（産業別）最低賃金を下回っていない。
	☐
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[bookmark: _Hlk177717950]様式第１号の１別紙１（第８条関係）（賃金UP支援枠）

伝統的地場産品製造事業者等要件確認書
（※伝統的地場産品製造事業者等のみ記入）

　該当する項目に☑してください。

●国指定伝統的工芸品（要綱別表第２）の場合
	①取り扱い産品又は原材料等が用いられている産品
	☐伊万里・有田焼　☐唐津焼

	②業種
	☐製造業　　　　　　　　☐原材料等の製造　　　③－２へ
☐卸売業

	③－１　製造又は卸売業者が属する団体（又は推薦を受けた）について③－1へ


	　　　製造業・卸売業
	産品
	属する団体又は推薦を受けた団体

	
	伊万里焼・有田焼
	☐佐賀県陶磁器工業協同組合
☐肥前陶磁器商工協同組合　　　☐佐賀県陶磁器商業協同組合
☐伊万里・有田焼伝統工芸士会　☐有田商工会議所
☐伊万里商工会議所　　　　　　☐武雄商工会議所
☐武雄市商工会　　　　　　　　☐嬉野市商工会

	
	唐津焼
	☐唐津焼協同組合　　☐唐津観光協会　　☐唐津商工会議所
☐唐津上場商工会　　☐唐津東商工会　　☐多久市商工会
☐伊万里商工会議所　☐嬉野市商工会　　☐武雄商工会議所
☐武雄市商工会　　　☐有田商工会議所　☐白石町商工会

	③－２　原材料等の製造業者等について

	　原材料等
	(ア)原材料等の製造等の内容
	☐陶土の製造　　☐生地の製造　　☐型の製造
☐その他［(具体的に記入)　　　　　　　　　　］

	
	
	過去1年間（令和7年7月1日から令和8年6月30日）に佐賀県内の伊万里焼・有田焼又は唐津焼製造業者に原材料等を納入した実績がわかる書類（納品書・受領書等）の写しを
☐添付した　　　☐添付していない＝対象外

	
	(イ)主たる事業であることの確認
	伊万里・有田焼又は唐津焼に用いられる原材料等の製造等が
☐主たる事業である　☐主たる事業でない＝対象外





●県指定伝統的地場産品（要綱別表第３）の場合
	取り扱い産品
	対象事業者
	団体

	☐鹿島錦
	佐賀県内に居住し、右項に掲げる事業者
	鹿島錦保存会

	☐佐賀錦
	同上
	佐賀錦振興協議会

	☐白石焼
	佐賀県内に主たる事業所を有し、白石焼の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）
	白石焼陶器組合

	☐諸富家具・建具
	佐賀県内に主たる事業所を有し、諸富家具・建具の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）
	諸富家具振興協同組合

	☐小城羊羹
	佐賀県内に主たる事業所を有し、小城羊羹の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）
	小城羊羹協同組合

	☐神埼そうめん
	佐賀県内に主たる事業所を有し、神埼そうめんの製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）
	神埼そうめん協同組合

	☐西川登竹細工
	佐賀県内に主たる事業所を有し、西川登竹細工の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）
	佐賀・長崎竹工販売組合

	☐うれしの茶
	佐賀県内に主たる事業所を有し、うれしの茶の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は同団体が推薦する事業者（推薦の場合には、同団体の推薦書が必要）。
	嬉野茶商工業協同組合又は佐賀県茶商工業協同組合

	☐名尾手漉和紙
	名尾手すき和紙株式会社
	－

	☐鍋島緞通
	株式会社鍋島緞通吉島家、吉島伸一鍋島緞通株式会社又は株式会社織りものがたり
	－

	☐肥前びーどろ
	副島硝子工業株式会社
	－

	☐浮立面
	小森恵雲又は中原恵峰
	－

	☐弓野人形
	江口人形店
	－



●県指定に準じる産品（要綱別表第４）の場合
	産品名
	対象事業者（県内事業者に限る）
	団体

	☐尾崎人形
	右項に掲げる団体に加入する事業者
	尾崎人形保存会

	☐のごみ人形
	のごみ人形工房
	－

	☐佐賀酒
	佐賀県内に主たる事業所を有し、佐賀酒の製造又は卸売を主たる業務とする事業者であって、右項に掲げる団体に加入する事業者又は「The SAGA 認定酒」の製造に取り組む事業者
	佐賀県酒造組合





[bookmark: _Hlk177720429]様式第１号の１別紙２（第８条関係）（賃金UP支援枠）

エコタイヤ型式確認書
（※エコタイヤを導入する事業者のみ記入）

	メーカー名
	商品名
	型式

	ブリジストン
	エコピア
（ECOPIA）
	☐ M801

	
	
	☐ M801Ⅱ

	
	
	☐ M812

	
	
	☐ M885Z

	
	
	☐ M891Ⅱ

	
	
	☐ W901

	
	
	☐ W906

	
	
	☐ W911

	
	
	☐ W911Ⅱ

	
	
	☐ W970Z

	
	
	☐ R201

	
	
	☐ R214

	
	
	☐ R221Ⅱ

	
	
	☐ R241

	
	
	☐ R680

	
	
	☐ R710

	
	リトレッドタイヤ
	☐ M891

	
	
	☐ M891Ⅱ

	
	
	☐ M81C

	
	
	☐ W911

	
	
	☐ W911Ⅱ

	
	
	☐ R221Ⅱ

	ダンロップ
	エコルト
（ECORUT）
	☐ SP088

	
	
	☐ SP068

	
	
	☐ SP128

	
	
	☐ SP628

	
	リトレッドエコルト
	☐ SP068R

	
	エナセーブ
	☐ SP688Ace

	
	
	☐ SPLT38

	
	
	☐ SPLT50

	
	
	☐ SPLT50M

	
	
	☐ SP138

	
	
	☐ VAN01

	
	リトレッドエナセーブ
	☐ SP688R

	ヨコハマタイヤ
	ゼン
（ZEN）
	☐ 102ZE

	
	
	☐ 702ZE-i

	
	
	☐ 702ZE

	
	
	☐ 902ZE

	
	
	☐ 903ZW

	
	iceGUARD
	☐ IG91

	
	YOKOHAMA
	☐ 710R

	
	
	☐ 904W

	
	
	☐ 905W

	
	
	☐ RY01

	
	
	☐ LT152R

	
	
	☐ LT752R

	
	
	☐ LT751R

	
	
	☐ TY285

	
	ブルーアース
	☐ LT152R

	
	
	☐ RY55

	
	ジョブ（JOB）
	☐ RY52

	トーヨータイヤ
	ナノエナジ―
（NANOENERGY）
	☐ M176

	
	
	☐ M166

	
	
	☐ M966

	
	
	☐ M676

	
	
	☐ M638

	
	
	☐ M134E

	
	デルベックス
（DELVEX）
	☐ M634

	
	
	☐ M935

	
	エムキュウサンナナ
	☐ M937

	ミシュランタイヤ
	エコロジータイヤ
	☐ XJE 4 MIX ENERGY

	
	
	☐ XZN+ MIX ENERGY

	
	
	☐ X LINE ENERGY D

	
	
	☐ X LINE ENERGY Z

	
	
	☐ AGILIS GREEN

	
	
	☐ X MULTI GRIP Z

	
	
	☐ X MULTI　Z2

	
	
	☐ X MULTI　D / D＋

	
	
	☐ X MULTI ENERGY Z

	
	
	☐ XDW ICE GRIP

	
	
	☐ XJS WINTER GRIP+

	
	
	☐ XFN 2

	
	
	☐ X MULTI WINTER Z

	
	
	☐ X INCITY EV Z

	
	
	☐ X INCITY Z

	
	
	☐ X One MULTI ENERGY T

	
	
	☐ X One XZY3

	
	
	☐ X One LINE GRIP D

	
	
	☐ XDW ICE GRIP GREEN



※一覧にないエコタイヤを申請する場合は、商品名と型式が分かるタイヤメーカーの
カタログを添付してください。
提出書類（賃金UP支援枠）

・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（※１）
・確定申告書別表の写し（※２）
・営業許可証の写し（営業許可が必要な業種のみ）
[bookmark: _Hlk209179434]・賃金台帳の写し（引上げ前と引上げに伴う賃金の支払いが発生した最初の月）
（提出書類別添に詳細を記載）
・従業員数を確認できる資料（法人の場合は法人事業概況説明書、個人の場合は青色申告決算書又は収支内訳書）
・事業内容と金額の根拠が確認できる資料（見積書、カタログ等）（※３）
・一者選定理由書（必要に応じて）（※３）
・ローカル発注調書（必要に応じて）（※４）
・設備導入前後の状態を確認するための導入前（導入場所）写真　（※５）
・誓約書（別紙１）
・伝統的地場産品製造事業者等要件確認書（様式第１号別紙１）
[bookmark: _Hlk160107175]（伝統的地場産品製造事業者等に該当する場合は添付必須）
・エコタイヤ型式確認書（様式第１号の１別紙２）
　 （エコタイヤを導入する事業者は添付必須）
　
※１　申請の日の3ヶ月以内に発行されたものに限ります。
※２　確定申告書の作成がない場合（設立後決算期や申告時期を迎えていない場合など）は、営業実態が客観的に確認できる資料を添付してください。
例：法人設立届書又は個人事業の開業届出書
　※３　補助対象経費となるのは見積金額が10万円（税抜）以上のものに限るため、すべての見積りにおいて相見積書を添付してください。相見積書が取得できない場合は、一者選定理由書（交付要綱・別紙３）の提出が必要です。
※４　佐賀県内の事業者の見積もり額が県外の事業者の見積もり額がより高額となる場合で県内の事業者と契約する場合はローカル発注調書（交付要綱・別紙４）を提出するものとする。
※５　設備導入前後の状態が確認できるように、実施前の写真を提出してください。また、賃貸物件に施工を伴う設備導入を行う場合は、賃貸借契約書の写し又は貸主の承諾書を提出してください。
　※６　事業内容を確認するため、必要に応じて定款や決算書の提出を求める場合があります。
　※７　その他、別途指示するものについて、資料提出を求める場合があります。



提出書類別添（賃金UP支援枠）
賃金台帳（事業場内最低賃金を確認する書類）について


計算根拠となる箇所にマーカーを引くなど、分かりやすくしてご提出ください。


１．提出が必要な書類
[bookmark: _Hlk144899345]　・賃金台帳の写し（引上げ前※1と引上げに伴う賃金の支払いが発生した最初の月※2）
※1 引上げ前とは引上げの基準となる月の賃金台帳です。
※2 引上げ予定で申請をする場合は引上げ前の賃金台帳のみ提出してください。
　　※3 段階的に引上げを行う場合は最初の月が引上げ前となります。

２．賃金台帳とは
　　労働基準法第108条において、従業員を雇うすべての使用者（事業者）に作成・保管が義務付けられているものです。正社員、パート、アルバイトや契約社員など雇用形態にかかわらず、同事業場で働くすべての従業員について記載する必要があります。

３．賃金台帳に記載すべき事項
　　労働基準法施行規則第54条において、下記の事項の記載が定められています。
　・氏名
　・性別
　・賃金計算期間
　・労働日数
　・労働時間数
　・時間外労働時間数
　・休日労働時間数
・深夜労働時間数
　・基本給、手当その他賃金の種類毎にその額
　・控除項目とその額

４．最低賃金の対象となる賃金について
[bookmark: _Hlk145344467]　　最低賃金の対象となるのは毎月支払われる基本的な賃金です。
　　主な賃金ごとの対象・対象外は以下のとおりですので、こちらを参考に算定してください。また、対象・対象外の判断に迷われる場合には、必ず労働局等の所管機関にお尋ねください。
　
【最低賃金の対象となる賃金（例）】
・基本給　　・職務手当　　・住宅手当

　【最低賃金の対象とならない賃金（例）】
　・賞与　　・時間外勤務手当　　・休日出勤手当　　・深夜勤務手当　　・通勤手当
　・家族手当　　・皆勤手当　　・その他臨時に支払われる賃金（結婚手当など）



補助金申請書類チェックシート（賃金UP支援枠）
■提出書類の確認　　　申請書類について、書類ごとのチェック項目を確認してください。
	[bookmark: RANGE!A1:E18]提出書類
	部数
	チェック

	補助金交付申請書（様式第１号の１）
	１
	☐
	チェック項目
	１
	「４　事業実施計画書」の「事業実施期間」は、事業完了期限（令和8年12月15日）までになっている。
	
	☐
	
	２
	「５　事業の実施から完了までのスケジュール」は、事業完了期限（令和8年12月15日）までに完了する計画になっている。
	
	☐
	
	３
	「６　経費明細表」に対象外経費を計上していない。
	
	☐
	補助金交付申請書（様式第１号の１）添付資料
	
	

	１
	登記事項証明書（履歴事項全部証明書）※法人のみ
	1
	☐
	２
	確定申告書別表第１の写し又は、営業実態が客観的にわかる資料
	1
	☐
	３
	営業許可証の写し（営業許可が必要な業種のみ）
	1
	☐
	４
	従業員数を確認できる書類
法人の場合：法人事業概況説明書の写し
個人の場合：青色申告決算書又は収支内訳書の写し
	1
	☐
	５
	賃金台帳の写し（引上げ前※1と引上げに伴う賃金の支払いが発生した最初の月※2）
※1 引上げ前とは引上げの基準となる月の賃金台帳です。
※2 引上げ予定で申請をする場合は引上げ前の賃金台帳のみ提出してください。
	1
	☐
	６
	事業内容と金額の根拠が確認できる資料（見積書、カタログ等）
	1
	☐
	７
	一者選定理由書（必要に応じて）
	1
	☐
	８
	ローカル発注調書（必要に応じて）
	1
	☐
	９
	設備導入前後の状態を確認するための導入前（導入場所）写真
	1
	☐
	10
	誓約書（別紙１）※法人の代表者又は個人事業者が自署している。
	1
	☐
	11
	伝統的地場産品製造事業者等要件確認書（様式第１号の１別紙１）
（伝統的地場産品製造事業者等に該当する場合は添付必須）
	1
	☐
	12
	エコタイヤ型式確認書（様式第１号の１別紙２）
（エコタイヤを導入する事業者は添付必須）
	1
	☐

■エコタイヤ導入用チェックシート（別表第５の対象経費「その他」参照）
	１
	装着する車両の車検証の写し
	1
	☐
	２
	装着する車両の写真（ナンバープレート、タイヤの本数が分かるよう）
	1
	☐
	３
	購入するタイヤは所長が定めるエコタイヤであることが確認できる書類（カタログ等）
	1
	☐
	４
	国土交通大臣による貨物運送事業許(認)可書（軽貨物運送業の場合は届出）の写し
	1
	☐

令和　　年　　月　　日
様式第２号（第10条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	[bookmark: _Hlk144891324]所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
交付決定辞退届出書


[bookmark: _Hlk144891205]令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定に基づき、交付決定を辞退しますので届け出ます。






様式第３号（第11条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
変更承認申請書


令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、別紙に記載した理由により事業の内容及び経費の配分を変更し〔金○○○円の減額承認を受け〕たいので、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　変更補助事業計画書（別紙１）
２　変更事業経費積算書（別紙２）

【注意】１．金額の変更のない変更申請の場合は〔　　　〕の分は消去すること。


様式第３号別紙１　変更補助事業計画書
	申請事業場
情報
	事業場の名称
	

	
	事業場の所在地
	

	事業計画名
	

	事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	認定経営革新等支援機関名
	

	事業内容
（※１）
	〇変更理由
　

	
	〇変更内容
　

	
	〇変更の効果
　

	実施場所
（※２）
	施設（事業所・店舗）名称
	

	
	所有形態
	自己所有・賃貸・その他（　　　）

	
	住　　所
	

	
	電話番号
	


　※１　必要に応じて図表や別紙を添える等、事業内容が具体的に分かるよう記載してください。
　※２　複数ある場合は、行を挿入するなどして、すべてご記入ください。

様式第３号別紙２　変更事業経費積算書
	補助対象
経費区分
	補助対象経費（変更前）
(税抜)
	補助対象経費(B)（変更後）
(税抜)
	補助金交付申請額
 (B)×2/3以内
(千円未満は切捨て)
(※賃金UP支援枠の賃金引き上げ率10％以上の事業者又は伝統的地場産品製造事業者等は、(B)×3/4以内)
	
備考

	機械装置・システム構築費
	
	
	
	

	広報費
	
	
	
	

	展示会等出展費
	
	
	
	

	開発費
	
	
	
	

	資料購入費
	
	
	
	

	雑役務費
	
	
	
	

	借料
	
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	外注費（工事費）
	
	
	
	

	運搬費
	
	
	
	

	研修費
	
	
	
	

	修繕費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


単位（円）
※1　該当する「補助対象経費区分」の欄に記載してください。
※2　経費の内容が分かる資料（見積書、カタログ、数量等）を添付してください。
※3　補助金交付申請額は補助対象経費(A)（税抜）の合計に2/3（3/4）を掛け、千円未満を切り捨てて算出してください。補助上限額を超える場合は、補助上限額が申請額となります。

様式第４号（第11条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
中止承認申請書


令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、以下の理由により事業を中止したいので、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

	[bookmark: _Hlk41731698]１　中止する事業計画

	

	２　事業を中止する理由

	

	３　事業を中止する期間

	



2

34

様式第５号（第11条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
廃止承認申請書


令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、以下の理由により事業を廃止したいので、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

	１　廃止する事業計画

	

	２　事業を廃止する理由

	

	３　事業を廃止する時期

	



様式第６号（第14条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
遂行状況報告書


令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金の遂行状況について、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

事業の遂行状況等　　　別紙のとおり（様式任意）


[bookmark: _Hlk41828812][bookmark: _Hlk160110254]
様式第７号の１（第15条関係）（賃金UP支援枠）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	



第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
実績報告書

令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知〔があり、令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により変更交付決定の通知〕があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、下記のとおり事業を実施したので、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。

記
１　事業実施結果報告書（別紙１）
２　事業経費実績書（別紙２）
３　事業場内最低賃金引上げ実績書（別紙３）※引上げ予定の内容で申請していた場合のみ提出
４　補助事業に係る経理書類の写し（見積書、契約書、請求書、領収証など）
５　賃金台帳の写し（交付申請月～直近分まで）
※引上げ予定の内容で申請していた場合のみ提出
６　補助金の振込を希望する銀行通帳の写し（表紙および口座情報がわかるページ）
※【提出時削除】複数回変更交付決定を受けている場合は、変更交付決定の日及び文書番号を列記すること。

様式第７号の１別紙１（第15条関係）（賃金UP支援枠）

第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
事業実施結果報告書


	事業計画名
	

	事業実施期間
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日


※事業実施期間の終期は、最終の支払い完了日（前金払いの場合は、最終の検収日）を記載してください。

Ⅰ　補助事業者の概要
	事業場名等
	

	
	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	所在地
(事業を実施した場所)
	〒
	

	
	佐賀県

	
	

	代表者
	職名：
	
	氏名：
	

	事業担当者
	職名：
	
	氏名：
	

	事業担当者
連絡先
	電話番号：
	

	
	ファックス番号：
	

	
	E-mail：
	




添付書類
・補助事業の成果物（写真等）
※同一商品を複数購入の場合は個体識別番号の写真を添えること
・設置前と設置後の写真（取付等の工事が必要な場合）
・店舗等外観写真（店舗名や事業所名が入り、店舗の実態が確認できるもの）
・その他所長が必要と認める書類
Ⅱ　事業実施結果の詳細
	事業の実施実績（経過及び具体的内容）
※補助事業計画書「事業の実施内容」の項目ごとに実績を記載すること

	

	事業の効果または今後期待される効果
※当該事業の実施により、どのような効果があったのか、補助事業計画書「事業実施により見込まれる効果」ならびに「効果の測定方法」に関連させて記述すること。

	




Ⅲ　事業の開始から完了までの実績スケジュール
	項　目
	実施年月日（和暦）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　　※事業実施期間と一致するように記載してください。

Ⅳ　経費内訳総括表（詳細は事業経費実績書（様式第７号の１別紙２）に記載、単位：円）
	補助対象経費区分
	事業に要した
経費
(税込)
	補助対象経費 (B)
(税抜)
	補助金交付請求予定額
(C)=(B)×2/3以内
(千円未満は切り捨て)
（※伝統的地場産品製造事業者等は、(B)×3/4以内）

	機械装置・システム構築費
	
	
	

	広報費
	
	
	

	展示会等出展費
	
	
	

	開発費
	
	
	

	資料購入費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	借料
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	

	委託費
	
	
	

	外注費（工事費）
	
	
	

	運搬費
	
	
	

	研修費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	


※補助金交付請求予定額（C）を計算した結果、金額が交付決定額を超える場合は、増額分は自己負担となり交付決定額が補助金交付請求予定額となります。

Ⅴ　交付申請時の経費明細　単位：円
	事業に要する経費の合計（税込）
	補助対象経費 (税抜)
	交付決定額
	交付決定額と補助金交付請求予定額の相違

	
	
	
	





様式第７号の１別紙２（第15条関係）（賃金UP支援枠）

第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金　事業経費実績書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	補助事業に要した経費 (税込)
	補助対象経費 (税込)
	補助対象経費
(税抜)
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	


【注意】必要に応じて、行を増やしてください。



様式第７号の１別紙３（第15条関係）（賃金UP支援枠）


[bookmark: _Hlk160029521]第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
事業場内最低賃金引上げ実績書
※引上げ予定の内容で申請していた場合のみ提出

Ⅱ－１　対象者基本情報（申請時と同一の労働者について記載）
	労働者職氏名
	

	採用年月日（和暦）
	　　年　　　月　　　日

	賃金の引上げ年月日
	令和　　年　　　月　　　日

	引上げに伴う給与支給日
	令和　　年　　　月　　　日

	退職日
	令和　　年　　　月　　　日



Ⅱ－２　賃金引上げ率算定（「月給の場合」、「日給の場合」、「時給の場合」いずれかを記入。）
●月給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後

	賃金の算定対象期間
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	①１か月平均所定労働時間
	時間
	　　　　　　　　　時間

	１か月平均所定労働時間＝（365日－年間休日日数（　　日））×1日の所定労働時間数（　　時間）÷12月

	②基本給
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	③役職手当
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	④住宅手当
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑤その他手当（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑥時間額　※小数点以下切捨て
(（②＋③＋④＋⑤）÷ ①)
	⑦
	　　　　　　　　円
	⑧
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑧÷⑦ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％





●日給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後

	賃金の算定対象期間
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	1日の基本賃金
	
	

	1日の所定労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑨1か月の実労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑩支給金額（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑪時間額　※小数点以下切捨て
( ⑩ ÷ ⑨ )
	⑫
	　　　　　　　　円
	⑬
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑬÷⑫ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％



●時給の場合
	
	引上げ前
	引上げ後

	賃金の算定対象期間
	令和　年　　月　　日～
令和　年　　月　　日
	令和　年　　月　　日～
令和　年　　月　　日

	時給（＝⑯時間額）
	　円
	　　　　　　　　　　円

	⑭労働時間数
	時間
	　　　　　　　　　時間

	⑮支給金額（最低賃金の対象となるものに限る）
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	⑯時間額　※小数点以下切捨て
( ⑮ ÷ ⑭ )
	⑰
	　　　　　　　　円
	⑱
	　　　　　　　　円

	賃金引上げ率　※小数第三位以下切捨て
(⑱÷⑰ - 1）×100 ≧ 5％
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％


※賃金台帳において時間額（時給額）が明記されている場合には、⑰・⑱の欄に直接転記することも可。
※添付する賃金台帳については、交付申請月～直近分までの分について提出すること。

Ⅱ－３　添付資料の真偽チェック
	添付している賃金台帳の写しに虚偽はない。
	チェック欄

	
	☐
	実績報告まで引上げに伴う賃金を支給している。
	☐




様式第８号（第17条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	



第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金
交付請求書

令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号で確定通知があった第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金として、下記金額を交付されるよう第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定により請求します。

記

請求額　　　　　　金〇〇〇円

	金融機関名
	

	支店名
	

	口座種別・口座番号
	

	口座名義人（フリガナ）
	

	口座名義人
	



※実績報告書提出時に添付した口座と異なる場合は「振込口座の通帳の写し」をあらためて添付してください。（銀行名、支店名、口座番号、口座名義（フリガナ）全てが分かるページ）


様式第９号（第20条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




財産処分承認申請書


第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金により取得した財産を下記のとおり処分したいので、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱第20条第2項の規定により申請します。

記

１ 品目及び取得年月日
２ 取得価格及び時価
３ 処分の方法
４ 処分の理由
５ 処分財産の写真・図面等 別添のとおり


様式第10号（第22条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	




第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金に係る
産業財産権等取得等届出書


令和　年　月　日付け佐産イ第　　　号により補助金交付決定の通知があった第５弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金について、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱第22条の規定に基づき、下記のとおり産業財産権等の取得（出願、譲渡、実施権の設定）をしたので届け出ます。

記

	１　産業財産権等の種類、番号、出願日等

	

	２　産業財産権等の内容

	

	３　相手先及び条件（譲渡、実施権設定の場合）

	




[bookmark: _Hlk177739778]別紙１（第３条第２項関係）
誓　　　約　　　書

私は、下記の事項について誓約します。
なお、佐賀県産業イノベーションセンター（以下「センター」という。）が必要な場合には、佐賀県を通じて佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が「センター」等における身分確認に利用することに同意します。
記

・虚偽又は不正が判明した場合は、補助金の返還等に応じるとともに、加算金の支払いに応じます。
・「センター」から検査・報告の求めがあった場合は、これに応じます。
・対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、佐賀県等を通じ補助金の交付を受けた事業者名、対象施設名等の情報を公表されることに同意します。
・業種に係る営業に必要な許可等を全て有しており、それを証明するものを添付しています。
・自己又は自社若しくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。また、次に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
・事業計画の内容は以下に掲げる事業には該当しません。
ア　公募要領にそぐわない事業
イ　国、県又は他の自治体や民間団体等の委託や補助等の採択や支援を受けている事業
ウ　事業計画並びに申請書の大半を外注先又は委託先が作成し、申請者がその内容を掌握していない場合
エ　建築又は購入した施設・設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるような事業
オ　公序良俗に反する事業
[bookmark: _Hlk210312025]カ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律122号）第２条第1項第4号に定める事業、また、同条第4項から同条第13項第２号までに定める事業。ただし、同法第２条第６項第４号に定める事業で、旅館業法第３条の許可を受け、適法に営業しているものを除く。
キ　政治団体、宗教上の組織又は団体による事業
ク　重複案件　　　同一事業場が当該補助金に複数申請を行った場合の2件目以降の申請分
他の申請者が提出した申請書の内容と酷似している申請
ケ　事業経費の発生（発注等）の時期が、交付（採択）決定前であることが判明した事業
コ　申請時に虚偽の内容を含む事業
サ　その他申請要件を満たさない事業
以上
令和　　年　　月　　日
佐賀県産業イノベーションセンター　所長　様
（フリガナ）

（フリガナ）

企業名

代表者名（自署）

（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）
※法人の代表者又は個人事業者が自署してください
所在地･住所

生年月日
（ T ・ S ・ H ） 　年　　月　　日
※法人、店舗等の所在地・住所を記載してください
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令和　　年　　月　　日
公益財団法人佐賀県産業振興機構
佐賀県産業イノベーションセンター
所　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　【補助事業者】
	所在地
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号、店舗名等）

	代表者役職・氏名
	
	

	事業担当者名
	

	（申請者本人又はその従業員に限る）

	連絡先　　電話
	

	　　　　E-Mail
	



第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金に係る期限延長の申出書

　令和　　年　　月　　日付けで提出した交付申請書の事業計画について、第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱の規定に基づき、下記により期限延長を申し出ます。

	延長を希望する期限
	令和　　年　　月　　日

	延長を希望する理由

	


※延長できるのは、最長で下記期限までです。
令和8年12月31日　　　


別紙３（第１２条第１項、第２項関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　
第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金に係る一者選定理由書

	申請者名：
	

	設置場所
（店舗名等）
	

	契約する事業者名
	

	契約する対象
	

	メーカー、型番・機種番号等
	

	一者となる理由を以下から１つ選択してチェックしてください。
□オーダーメイド　　（□県内一者　□県外一者）
□メーカー直販　　　（□県内一者　□県外一者）
□特定代理店販売　（□県内一者　□県外一者）
□県内に取扱業者がない　（県外一者選定の場合に限る）
□上記のほか、佐賀県イノベーションセンターが認めるもの　（該当記号　　　　）


	※経緯や補足説明等を簡潔に記載してください






[bookmark: _Hlk207826508]（注）２者見積書の入手が困難な理由としては、オーダーメイドや、メーカー直販、特定代理店販売により販売経路が限られている場合、県内に取扱業者がない場合又は、下記に掲げるセンターが認める場合となります。

佐賀県産業イノベーションセンターが認めるものア 定価販売品につき随契
購入しようとする物品と同一の品質、規格のものが市販品としてどこにでも販売されており、いずれで購入してもその価格に相違がなく２者以上の者から見積書を徴することが無意味と認められるとき。（書籍、図書券等）
イ 中古販売品で２者以上の見積書の入手が困難であることから随契
　　購入しようとする物品と同一の品質、規格、年式のものの在庫があることが極めて稀であり、２者以上の者から見積書を徴することが不可能と認められるとき。
ウ 購入店（修繕等）と随契
物品の改良・修繕等がその購入店以外では困難である特段の理由があるとき。（販売特約店等）
エ 過去の指名競争入札等による契約と同等の随契
過去６ヶ月以内において、当該購入予定物品と種類及び数量をほぼ同じくする契約（競争入札又は見積合せの方法で締結した場合）を既に締結したことのある物品について、その後経済上の変動もなく、かつ、購入の相手方が前回の納入単価で納入することについて了承したとき。
オ 現在履行中の契約と関連した随契
現在履行中の工事、製造又は物件の供給に直接関連する発注であり、当該履行中の契約の相手方である業者に発注することが合理的であるとき。
カ 長年の取引先であることから随契
長年にわたる取引関係により信頼関係を築いている事業者であり、維持管理も含めた総合的な観点から有利であるとき。













別紙４（第１２条第２項関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　

第７弾佐賀県中小企業生産性向上支援補助金に係る
ローカル発注調書

※比較見積業者が県外事業者しかない場合で、かつ、
県内事業者の見積額より県外事業者の見積額が安価である場合

	申請者名
	

	設置場所
（店舗名等）
	


※複数申請する場合は、すべてを記載してください。

	契約する県内事業所
	事　業　所　名：

	
	事業所の所在地：

	事業所の本店が所在する都道府県名
	

	契約する対象
	

	メーカー、型番・機種番号等
	





